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In recent years, researchers in the United States and Europe

have argued that there is a research-practice gap between knowledge

provided by management theorists and actual management practices

in the workplace. Based on this assumption, this study answers the

following questions: (1) Fundamentally, to what extent has the spread

of knowledge related to management studies occurred in the workplace?

(2) What are the benefits of the spread of knowledge related to

management studies? Based on a survey investigation, I clarify the

spread of knowledge related to management studies through mass media

channels and the practical benefits obtained from this diffusion, such as

gaining a promotion.
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I. はじめに
「社会科学の発展は経済成長につながる」という De Tocqueville［1842］の

言葉は，長きにわたって研究者に共有されてきた古典的命題であり，今もなお，

多くの研究者にとって疑うべくもないもののように思われる。研究者にとっ

て，研究の「権威」や「正当性」とは，自らの発見が社会にとって与える影響

いかんではなく（それを自明の前提としたうえで），自らの発見が同じ分野の
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専門家による相互評価［peer-review］をクリアするか否かという点にあるよ

うに思われる1)。相互評価をクリアした発見は，とりあえずその時点における

フロンティアとされ，発見者である研究者は「最初の発見者であること」それ

自体によって利益を得る［Merton, 1942］。この先行者の利益こそ，研究者に

とって最大のインセンティブであり，科学的発見を駆動するメカニズムでもあ

る。このような知識の生産システムにおいて，研究の成否とは，それが行われ

たフィールドや実験室での活動それ自体の成否，あるいはそうして生み出され

た知識が実社会に対して与えた影響以上に，その成果が評価される論文審査の

場において決定されるということになる［西山, 2013］。

ところが 1980年代以降，経済学，心理学などの分野で，科学が実践に対し

てどのような影響を与えているのか，ということを問う実証研究がなされ始め

ている。たとえば経済学の分野においては，経済学の知識を身に着けること

で，学習者が，［まさに経済学が想定するような］合理的な行動をとるようにな

ることが実証されている［Carter & Irons, 1991; Frank, Gilovich & Regan,

1993; Marwell & Ames, 1981］。また心理学の分野においては，心理学の知

識を持つことの効果が直接検証され，心理学の知見が必ずしも心理学的なバ

イアスを低減させるとは限らないことが実証されている［Nisbett & Borgida,

1975］。Kahneman［2011］はこの研究について「この研究は心理学を教える

ことはおよそ時間の無駄の無駄であるという，不愉快な結論を支持している」

とまで言及している。

経済学や心理学のこのような試みに対して，経営学の分野でも，1990年代

に入ってから，アメリカの経営学者を中心に，経営学のレレバンス［relevance

of management theories］に関わる議論が盛んになってきた［Argyris, 1996;

Mintzberg, 2005; Pfeffer & Sutton, 2006; Rousseau, 2012a, 2012b］。その

中でも Rousseau ，Pfefferや Suttonらによる「事実に基づく経営［Evidence

-Based Management: EBMgt］」の議論は，経営学の知識について「マネジ

1) とはいえ，経済学においては「科学が国家の発展と富の源泉になりうるかどうか」といったこと自
体が研究者の問題意識になっていたし，それを実証的に検証する研究者も存在する［Mansfield,

1972; Sveikauskas, 1981］。
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メントの実践家たちが現場での意思決定に経営学を用いることが滅多にないの

はなぜか」という重要な論点を提供した［Pfeffer & Sutton, 2006; Rousseau,

2012a, 2012b］。

このように経営学においても，「科学が実践に対してどのような影響を与え

ているのか」ということがすでに議論されてはいるのだが，この分野において

は上記の問題に対する経験的な回答がまだ提示されていない。本研究の立場か

らすれば，経営学のレレバンスの議論は，そもそも経営学がビジネスの現場に

普及しているのかどうか，それはどのような経路で普及し，何をもたらしてい

るのか，という経験的な問いから出発しなければならない。にもかかわらず，

EBMgtをはじめとする議論は，「経営学が普及していない」「実践家は経営学の

研究を用いていない」という前提から出発しており，経営学の普及そのものに

焦点を当てていない［Latham, 2007］。Bloom, Eifert, Mahajan, McKenzie,

& Roberts［2013］のように，経営の実践の有用性に関してはすでに実証研究

がなされているものの，知識としての経営学の普及や，それが実践に対して与

える影響に関しては，これまで十分な実証研究が蓄積されてきたとは言えない。

本研究の目的は，「科学が実践に対してどのような影響を与えているのか」

という議論の前提であるところの，経営学的知識の普及に関する実証研究を行

うことである。具体的な研究課題は 2つである。1つ目は，我が国の実践家へ

の経営学の普及の現状，そして普及を促進する要因を明らかにすることであ

り，2つ目は，経営学を知ることが実践家にもたらす帰結を明らかにすること

である。

II. 既存研究
欧米における経営学のレレバンスに関わる議論
既に述べたように，1990年代に入ってから，アメリカの経営学者を中心に，

経営学のレレバンスに関わる議論が盛んになってきた。例えば情報経営系の

トップジャーナルである MIS Quarterly 誌上では，1999年の段階ですでに

「Rigor and relevance in MIS research」と題する特集が組まれているし，ア

メリカ経営学会が発行する Academy of Management Journal誌でも，2007
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年に「On the research-practice gap in human resource management」と題

する特集が組まれ，研究と実践との関係性について議論が展開されている。ま

たMintzberg［2005］では，科学としての経営学のレレバンスに関する疑問が

提示され，科学と科学以外のもの［経験と勘］とのバランスをとるべきことが

主張されている。

こうした経営学のレレバンスに関わる議論の中で，とりわけ注目を集めて

いるのが，Rousseau，Pfefferや Suttonらによる EBMgtの議論である。論

者によって主張に微妙な相違がみられるものの，EBMgt論者の主張の共通点

は，おおよそ 3点である。

まず第 1に，マネジメントの実践家たちが，現場での意思決定において経

営学の知見を用いることが滅多にない，ということである。例えば Rousseau

［2006］は，アメリカ経営学会長としての声明の中で，「私が最も落胆したのは，

研究における発見が職場に十分反映されていないことだった」（p. 257）と述

べているし，Hambrick［2007］も，研究者が生み出す知識が実践家にとって

有用な［relevant］な知識とはなっていないことを指摘している。

第 2に，そうした問題の背後に存在する，研究者と実践家との間の需給の

ギャップを指摘している点である。Rousseau［2012b］によれば，経営学的知

識の供給サイドである研究者の関心は主として組織や個人がなぜ［why］その

ように動くのかという点にあるのに対して，その需要サイドである実践家の関

心は，組織や個人を動かすためにはどうすればよいか［how］にある。需給両

サイドのこうしたギャップこそが，経営学の普及を妨げている原因だというの

である。

そして第 3に，これらの問題を踏まえて，経営学の研究者は理論に偏重した

これまでの研究スタイルから，事実［evidence］の発見へとシフトすべきであ

るという，具体的な提案を行っていることである［Pfeffer and Sutton, 2006;

Hambrick, 2007; Rousseau, 2012］。Rousseauらによれば，「どうすればよい

か［how］」という実践家の要請にこたえることができないとすれば，研究者

は，実践家が現場において行う意思決定に役立つ事実の発見と蓄積に注力する

べきであるという。
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つまり，マネジメントの実践家たちが現場での意思決定において経営学を

用いることが滅多にないということ，その理由は知識の需給両サイドの関心の

ギャップにあること，そうしたギャップは両者が事実へと注目することで解消

されうるということが，彼（女）らの中核的なメッセージとなる。

本研究では，これらの議論の前提となっている部分に焦点を当てる。本研究

の立場からすれば，経営学のレレバンスの問題は，そもそもそれが本当に経営

の現場に普及していないのかどうか，経営学を知ることは本当に実践家にとっ

てどのような具体的な帰結をもたらすのか，という経験的な問いから出発しな

ければならない。にもかかわらず EBMgt論者たちの議論は，「経営学が普及

していない」「役に立っていない」という前提から出発しており，こうした主

張の前提そのものが問われることはあまりなかった ［Latham, 2007］。そこ

で本研究では，日本の実践家への経営学の普及とそのチャネルについて ［ス

タディ 1］，そして経営学の普及がもたらす実践的な帰結について［スタディ

2］のエビデンスを提示することを目指す。

経営学的知識とは何か2)

そのためにまず，議論の範囲を明確にしたい。認知科学では，知識は大きく

分けて 2つに分類されている。1つ目は，物事の意味や名称，事実に関する知

識，物事の規則や定理などによって表現されるような知識であり，宣言的知識

［declarative knowledge］とばれる［Rousseau, 2007］。例えば「個人の認知

的な限界ゆえに意思決定者が完全な意味で合理的であることは不可能である」

［Simon, 1997］といった理論や命題は，宣言的知識にあたる。2つ目は，もの

ごとをどのように行うか，問題を解決するためにどのような段階を経て実行す

るか，ということに関わる知識であり，手続き的知識［procedural knowledge］

と呼ばれる［Rousseau, 2007］。組織の中で意思決定を行うには，具体的にど

2) 経営学という言葉が，会計やマーケティング，ファイナスなどを含めた広い意味で用いられるこ
とがあるが，本研究ではこれはより限定された意味で用いる。具体的には，独立行政法人日本学
術振興会が科学研究費などの支給に際して用いる研究領域のうち，細目としての経営学［細目番
号 3901］の意味で用いることとする。
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のような手続きを踏めばよいか，といったノウハウなどがこれに当たる。宣言

的知識が「何を知っているか」に関わる知識であるとすれば，手続き的知識は

「どうするか」に関わる知識である。Rousseau［2012b］が指摘するように，こ

れまで経営学者が提供してきた多くの知識は，宣言的知識に当たるため，本研

究では宣言的知識としての経営学に限定して議論する3)。

また本研究では，知識が「普及する」ということを，実践家が経営学を「知っ

ている」ということと同義のものとして扱うこととする。Rogers ［1995］に

よれば，普及とは「イノベーションが，あるコミュニケーションチャネルを通

じて，時間の経過の中で，社会システムの成員の間に伝播される過程」［邦訳,

p. 15］をさす。具体的には，個人が当該イノベーションに関する知識を得て

から［知識段階］それを導入・使用し［導入段階］，その是非を確認する［確

認段階］にいたる複数の段階があるのだが、本研究では「知識段階［知ってい

ること，理解していること］」に注目する。それ以降のステップに移行できる

かどうかは，何よりもまず，当該知識が当事者によって知られているか否かに

かかっているからである。

III. スタディ 1　経営学の普及の実態とチャネル
スタディ 1の目的は，経営学の普及の実態および普及のチャネルについて

明らかにすることである。

仮説の導出: 経営学の普及チャネル
マス・コミュニケーションの分野では，メディアからもたらされる情報が

大衆へとダイレクトに伝達されることは少なく，むしろオピニオン・リーダー

と呼ばれる少数の人たちを経由して多数派へと伝達されるという，二段階コ

ミュニケーション・フローの存在が主張されている［Katz & Lazarsfeld, 1970;

3) EBMgt 論者たちの議論は，経営学者が生み出す知識が，本来，宣言的知識と手続き的知識の両
方であるべきであるにもかかわらず，今日の経営学者は，前者の生産にのみ力を注いでいると言
い換えることもできるだろう。その意味では，経営学的知識の普及という問題は，宣言的知識お
よび手続き的知識としての経営学の普及の問題なのであるが，ここでは議論をシンプルにするた
めに，宣言的知識の問題に限定して議論を進めることにする。
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Lazarsfeld, Berelson, & Gaudet, 1944］。オピニオン・リーダーは，新しい知識

や情報に敏感で，様々なメディアへと積極的に接触する少数派である［Rogers,

1995］。Rogers［1995］は，イノベーションの普及の文脈で，このように多数

派に先んじて新しい製品や知識を摂取するユーザーを，初期の採用者［earlier

adopters］と呼んでいる4)。Lazarsfeld et al.［1944］によれば，知識の初期の

採用者は，新しいアイデアへの関心が高く，同一組織・同一地域内の人間関係に

限定されない幅広い情報源から知識を摂取しようとする。そのため彼（女）ら

は，ラジオやテレビあるいは新聞や書籍といったマスメディア・チャネルへと

頻繁にアクセスし，そこから新たなアイデアを入手する［Katz & Lazarsfeld,

1970; Lazarsfeld et al., 1944］。

このように，初期の採用者たちが，主としてラジオやテレビあるいは新聞や

書籍といったマスメディア・チャネルから経営学の知識を得ているとすれば，

こうしたメディアへのアクセス頻度の増加は，彼［女］らの経営学の知識の増

加をもたらしているといえる。したがって，以下の仮説が導かれる。

仮説 1.1　書籍・雑誌・新聞・Webサイトの購読，閲覧といったマスメディ

ア・チャネルへのアクセス頻度は，経営学の知識の獲得に対して正

の影響を与える

経営学の普及においても二段階のコミュニケーション・フローが存在して

いるとすれば［Katz & Lazarsfeld, 1970; Lazarsfeld et al., 1944］，フォーマ

ル／インフォーマルなコミュニケーションもまた経営学の知識を伝達するチャ

ネルとして機能している，という仮説を立てることも可能なように思われる。

Rogers［1995］によれば，初期の採用者よりも遅れてイノベーションを採用す

る後期採用者は，いわゆる多数派にあたる人たちであり，彼［女］らにとっては

4) Rogers［1995］は，初期の採用者をさらに，2 つに分類している。1 つ目は，イノベータ［innovator］
と呼ばれる人たちであり，社会システムの中で最も早く，当該製品や知識を摂取する個人・個体
を指す。2 つ目は，初期採用者［early adopters］と呼ばれ，イノベータよりも遅く，しかし，
多数派よりは早く摂取する個人・個体を指す。ここでは，議論をシンプルにするために，こうし
た初期の採用者内での分類は行わない。
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マスメディア・チャネル以上に対人的なコミュニケーション・チャネルが重要

になる。経営学の知識に関していえば，たとえば社内外の研修の多くは，受講

者に対する知識の伝達を目的としているし［Baldwin & Ford, 1988］，同僚や

仲間とのインフォーマルなコミュニケーションも，様々な知識を摂取するチャ

ネルとして機能していると考えられる。特に，研修や会議中においては，オピ

ニオン・リーダーの役割を果たす研修講師や上位者によって，経営学的知識が

多数派にとって理解可能な知識へと変換され，伝達されている可能性がある。

ただ本研究では，これとは逆の仮説，つまり社内外における対人的なコミュ

ニケーション・チャネルは経営学的な知識の普及チャネルとはなっていないと

いう仮説を設定する。というのも，現時点で経営学が多数派である後期採用者

にまで普及する段階に至っているとは考えられないためである。少なくとも現

時点において経営学は十分には普及していない，というのが EBMgt論者たち

の主張であり，本研究もこの仮説に立脚している。したがって［後期採用者に

とっての主要なチャネルである］対人的なコミュニケーション・チャネルは，

経営学の知識の普及チャネルとして必ずしも十分な役割を果たしてはいないと

考える。そこで以下のような仮説が導かれる。

仮説 1.2　社内外での研修や会議のような公式的な対人チャネルの活用頻度

は，経営学の知識の獲得に対して有意な影響を与えない

仮説 1.3　社内外での対面式コミュニケーションのような非公式の対人チャネ

ル活用の頻度は，経営学の知識の獲得に対して有意な影響を与え

ない

仮説の導出: 経営学の普及をもたらす個人特性
Mintzberg［2005］は，マネジメントに必要な要素として，アート［art］，

クラフト［craft］，サイエンス［science］の 3種をあげた。アートは創造性を

後押しし直感とビジョンを生み出す「勘」，クラフトは自分自身の「経験」を
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ベースに実務性を生み出すもの，そしてサイエンスは体系的な分析と評価を通

じて現実に秩序を見出す「分析」的な指向と定義される。

Mintzberg［2005］のいうサイエンス型とは，意思決定に際して，高度な分

析ツールと論理的な思考を重視する傾向が強いことを指す。サイエンス型の傾

向が強いマネジャーの典型がMBA取得者であるとされていることからもわか

るように，これが強い実践家は，概して，科学に対して肯定的な態度を持ち，

抽象的な概念に対する対応能力が高いはずである。Rogers［1995］もいうよ

うに，イノベーションの初期の採用者は，マスメディアなどから得られる抽象

的な情報に基づいて，新しい知識を摂取する必要があるため，抽象的な概念に

対する許容度，理解度，処理能力が高い。以上より，サイエンス志向の強い個

人は，経営学を摂取し，理解する能力に長けた人物であると考えられる。

仮説 1.4　サイエンス型の傾向が強いことは，経営学的な知識の獲得に対して

正の影響を与える

経営学の摂取を規定する最後の要因は，個人のキャリア意識である。Guest

［2007］は，仕事やキャリアに関わる課題の解決にとって当該知識が役立つと

知覚されたとき，その知識は採用されると述べている。ただしそのためには，

自らが抱える仕事・キャリア上の課題がクリアになっており，かつその課題に

対して積極的に取り組むだけのレディネスが形成されている必要がある。これ

はキャリア論者がいう「キャリア成熟度［career maturity］が高い状態」に相

当する［King, 1989］。キャリア成熟度の高い個人は，知見が広く，年齢にふ

さわしいキャリア決定をするためのレディネスを形成しており，自らが抱える

仕事・キャリア上の課題を明確に理解し，その課題に対して積極的に取り組む

意欲を持ちあわせている［King, 1989］。そのため，キャリア成熟度が高いほ

ど，自らの仕事・キャリア上の課題と経営学の知識とは，結び付けやすくなる

と考えられる。よって，次の仮説が導かれる。

仮説 1.5　キャリアの成熟度の高さは，経営学的な知識の獲得に正の影響を与
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える

研究方法
　　調査デザイン
上記の仮説を検証するため，本研究では 2012年 12月に，調査会社を通じ

たウェブサーベイを実施した。対象となった回答者は，調査会社に登録してい
るモニターのうち，正社員，大卒以上（専門学校卒，短大卒は含める）の学歴，
回答時点で 20-65歳，という条件を満たすものである。2818名のモニターに
回答を依頼し，1489名が回答を行なった（回答率 52.8%）。また，1489名の
うち，特定の問題に対して回答が一定の値を取り続けているなど，あきらかに
不適切なサンプルは研究者が分析から排除している。結局，分析に有効なサン
プルサイズは 1034名となった。
サンプルは，平均年齢 44.24歳（標準偏差 10.0），女性が 24.85%となった。

また，企業規模別にみると，10人未満の企業に所属するものが 21.3%，10人以
上 100人未満の企業に所属するものが 21.9%，100人以上 1000人未満の企業
に所属するものが 26.3%，1000人以上の企業に所属するものが 30.6%となっ
た。さらに職位についての内訳をみると，担当者レベルが 46.3%，主任レベル
が 10.6%，係長レベルが 10.3%，課長レベルが 13.0%，部長レベルが 5.6%，
それ以上のレベルが 14.3%となっている。そして学歴についての内訳は，短
大・専門学校卒が 23.5%，学部卒が 66.7%，修士卒が 8.4%，博士卒が 1.4%と
なった。

　　測定尺度と記述統計量
経営学的な知識獲得の程度：経営学的な知識獲得の程度の測定に相応しい項
目を選抜するために，Scapens［1991］を参考に，経営学の教科書［和書・邦
訳書］を用いた文献研究を実施した。具体的な手順は次のとおりである。ま
ず 2012年 3月に，神戸大学社会科学系図書館の検索システム OPACにおい
て「BSH：経営学」5)，「2009年以降の出版年」，「和図書」という条件で抽出
5) 「BSH」は「基本件名標目表：Basic Subject Headings」の略称で日本図書館協会によって定

められた分類である。
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を行った。神戸大学社会科学系図書館を抽出対象の図書館を選択した理由は，

社会科学単体としては国内有数の蔵書数を誇ること，および教科書の学術的な

ばらつきは図書館への購入時点で司書によって行われており本研究の研究者

の恣意性を排除できることの 2点である。条件に当てはまる図書数は 84冊あ

り，そのうち，研究書，ムック，分野違い，索引なし，特定の分野に偏ってい

る解説書といった書籍を排除し，28冊の教科書を選択した。これら教科書の

索引をスプレッドシート上に転記し，言及頻度の多い索引項目を上位 40項目

抽出した。索引項目の抽出作業は筆者自身によって行われている6)。

知識量についての測定項目，抽出された概念の因子分析，そして記述統計の

結果は，表 1のとおりである。因子分析の結果，2つの因子が抽出された。1

つ目の因子に負荷したのは，「リソース・ベースト・ビュー」「限定合理性」の

ように，主として研究者によって生み出された概念であり，理解することが容

易ではない一方で，厳密な定義が存在するため多義的な解釈の余地が相対的に

小さい項目群である。これに対して，2つ目の因子に負荷したのは，「事業戦

略」「権限移譲」「個人主義」のように，学術的な厳密な定義が存在するが，それ

を知らなくてもある程度直観的な理解ができる項目群である。直観的な理解が

可能なだけに，多義的に理解されやすいともいえる。以上のような解釈から，

1つ目の因子を「アカデミックタームの理解」［信頼性係数=0.976］，2つ目の

因子を「プラクティカルタームの理解」と命名した［信頼性係数 α = 0.968］。

アカデミックタームの理解は相対的に低く平均値が 2.00，対してプラクティ

カルタームの理解度は 2.60である。こうした違いは，前者が後者に比べて難

解であるためであろう。Rogers［1995］は，当該イノベーションの理解およ

び使用の困難さとともに，イノベーションの普及は遅くなると述べているが，

経営学の知識の普及においても同様の事が起こっているのかもしれない。また

6) 2009 年以降に同書籍の版更新があった場合は，最新版を選択している。翻訳書は，原著の出版
時期ではなく邦訳書の出版時期を基準としている。索引項目については経営学的な概念項目以
外の項目は排除した。例えば，人名（マイケル・ポーターなど），社名（デュポン社など），品名
（T 型フォード）などの固有名詞は排除している。また，「株式会社」や「リーダーシップ」など
すでに日常語となっている用語も，経営学的な知識の測定という観点からは不要と判断し排除し
ている。
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そもそも，アカデミックタームの理解度は，プラクティカル・タームの理解を

前提にするというように，両者の間には階層的な関係が存在する，ということ

も考えられる［新井・服部, 2013］。

マスメディア・チャネル：マスメディア・チャネルとして，次のような項目を
測定した。書籍については，1ヶ月当たりに読むビジネス・経済書・教養書籍

の合計冊数を用いた。Webサイトの閲覧については，定期的に閲覧するビジ

ネス・経済関連のウェブサイト・ブログメーリングリストの総数を用いた。雑

誌については，ビジネス・経済関連の雑誌・学会誌の合計値を用いた。テレビ

については，一日当たりのビジネス・経済関連番組の視聴時間を分単位に換算

したものを用いている。新聞については，日本経済新聞，日経産業新聞，日経

MJ［流通新聞］，日経ヴェリタス，全国紙［読売新聞，朝日新聞，毎日新聞，

産経新聞］，地方紙，専門業界紙，のそれぞれの自宅や企業での購読の有無を，

ダミー変数として用いた［1．購読している，0．購読していない］。

対人チャネル：対人チャネルについては，1ヵ月あたりに参加する社内での公

式の会議数，および社内研修の回数，1ヵ月あたりに発生する非公式な仕事上

の相談数をたずねた。

仕事に対する信念：仕事に対する信念については，Mintzberg［2005］のいうク

ラフト，アート，サイエンスのうち，回答者がいずれを重視しているかという

ことを，オリジナルの項目により測定した。因子分析の結果，事前の意図とは

部分的に異なる因子が得られた。1つ目の因子には，「何かを決断する際には，

客観的な分析結果に基づくべきである」「仕事をするうえでまず必要なのは，

物事に対する論理的な思考である」といった，客観的な分析や論理的な思考に

基づいた意思決定を重視することに関わる項目が負荷した。これはMintzberg

［2005］のいうサイエンスに相当すると考え，サイエンス型と命名した［信頼

性係数 α = 0.796］。2つ目の因子には，「何かを決断する際には，自らの経験

に基づいて行うべきである」「何かを決断する際には，自らの直観に従った方

がよい」の 2つが負荷した。これらは，意思決定の基準として自分自身の経験

や直感を重視すること示しているため「自己準拠型」とした［信頼性係数 α =

0.701］。3つ目の因子は，「経験則に基づいて仕事をするのは，できるだけ避け
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表 1 　経営学的な知識の因子分析および記述統計
アカデミック
タームの理解

プラクティカル
タームの理解 平均値 標準偏差 中央値

リソース・ベースト・ビュー . . . .
ファイブ・フォース・モデル . . . .
限定合理性 . . . .
管理過程論 . . . .
X 理論・Y 理論 . . . .
二要因理論（動機づけ－衛生理論） . . . .
コンティンジェンシー理論 . . . .
課業管理 . . . .
ポジショニング・アプローチ . . . .
コスト・リーダーシップ戦略 . . . .
科学的管理法 . . . .
取引コスト理論 . . . .
マーケティング・ミックス . . . .
欲求階層説 . . . .
公式組織 . . . .
非公式組織 . . . .
管理原則 . . . .
コアコンピタンス . . . .
差別出来高給 . . . .
事業戦略 . . . .
権限委譲 . . . .
個人主義 . . . .
差別化戦略 . . . .
官僚制 . . . .
組織構造 . . . .
戦略的意思決定 . . . .
集中戦略 . . . .
競争優位 . . . .
職務拡大 . . . .
経済人 . . . .
有限責任 . . . .
成長ベクトル . . . .
動機づけ要因 . . . .
職務充実 . . . .
経営者支配 . . . .
所有と経営の分離 . . . .
人間関係論 . .
ナレッジ・マネジメント . .
暗黙知 . .
オープン・システム . .
因子負荷量二乗和 . .
因子寄与率 % %

n=1,034。推定方法は最尤法，プロマックス回転。因子間相関は 0.75。なお，複数の因子に負荷す
るような設問は，分析から除外し，記述統計のみ記載している。Tucker-Lewis Index は 0.947。
測定は，「0．聞いたことがない」「1．全く理解していない」～「3．どちらともいえない」～「5．
しっかりと理解している」の変則リカートスケールによる。なお，記述統計の算出及び因子分析時に
は，0 は 1 に置換している。
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た方が良い」「仕事において科学的な知識は全く役に立たない」など，意思決

定に関する特定の準拠点を持たないことに関わる項目が負荷したため，「非準

拠型」とした［信頼性係数 α = 0.686］。これら因子は事前の意図とは部分的

に異なるのだが，仮説検証上は大きな問題はないと判断し，分析には因子分析

の結果を用いることとする7)。

キャリア成熟度：個人のキャリア成熟度は，坂柳［1999］が開発した尺度より，

「キャリア関心性［career concern］」および「キャリア計画性［career planning］」

に関わる項目を用いて測定した。因子分析の結果，事前に想定した通りの 2因

子構造が得られた。「キャリア関心性」は「自分が望む生き方をするために，具

体的な計画を立てている」「今後どんな人生を送っていきたいのか，自分なり

に目標を持っている」といった 5項目から構成されており，信頼性係数 α は

0.902であった。「キャリア計画性」は「充実した人生を送るために参考となる

話は，注意して聞いている」「人生設計や生き方に役立つ情報を，積極的に取

り入れるようにしている」といった 5項目から構成されており，信頼性係数 α

は 0.906であった。

その他：その他，個人のプロフィール情報，および成果変数として想定してい
る年収と現在の職位をたずねた。

分析結果
まず，マスメディア・チャネルおよび対人チャネルとして測定された変数

の記述統計を確認することで，経営学的な知識以外も含めた，日本のビジネス

パーソンの知識の接種の状況について確認しておきたい。本研究のサンプルに

関する限り，ビジネスパーソンが 1か月あたりに読むビジネス・経済書・教養

書籍の合計冊数の平均値は 0.57冊，中央値は 0冊である。少とも代表値から

判断するに，日本の平均的なビジネスパーソンは，1か月に一冊もこれらの書

7) 推定方法は最尤法，プロマックス回転。因子間相関は，サイエンス型と自己準拠型間で 0.11，
自己準拠型と非準拠型間で −0.57，サイエンス型と非準拠型間で 0.11。タッカー・ルイス指標
は 0.936。測定は，「1．全くそう思わない」～「3．どちらともいえない」～「5．全くその通
り」の 5 点リカートスケールによる。
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籍を手に取っていないといえる。同様にWebサイトの閲覧についても平均値

0.78サイト，中央値 0サイト，ビジネス・経済関連の雑誌・学会誌について

も平均値 0.28冊，中央値 0冊と，いずれも極めて低い値となっている。唯一

中央値が 0でないのは，1日当たりのビジネス・経済関連のテレビの視聴であ

る。こちらは平均値が 38.2分，中央値が 30分であり，大半のビジネスパーソ

ンがこうしたチャネルから情報を接種しているという結果となっている。

他方で，上記の変数の最大値に注目すると，書籍については 30冊，Webサ

イトについては 200サイト，雑誌については 24冊と，極めて大きな値となっ

ている。また興味深いことに，これらの変数の間には，緩やかではあるが相関

関係が存在する。具体的には，書籍の冊数とWebサイトの閲覧数の相関係数

は 0.481，書籍の冊数と雑誌の冊数の間は 0.60，Webサイトの閲覧数と雑誌

の冊数の間では 0.40の相関がみられた。あるチャネルから頻繁に情報を接種

している人は，他のチャネルからも頻繁に摂取しているというように，各チャ

ネルのユーザーはある程度重複している可能性を示す結果である。

さて，仮説 1.1から 1.5を検証するための回帰分析の結果が表 2である。被

説明変数は，アカデミックタームとプラクティカルタームのそれぞれの理解で

ある。ここで用いたコントロール変数は，年齢・性別・最終学歴，大学での学

部，所属する会社の業種，会社規模，職位，従事する職務であるが，表 2では

紙幅の都合上掲載を省略している。年齢を除いてカテゴリー尺度・順位尺度で

あるため，ダミー変数を投入した固定効果モデルによる推定となる。ただ，コ

ントロール変数について個別の推定を行うことなく，階層線形モデルにおける

ランダム効果モデルでも検証することによって，結果の頑健性を確認した。以

下では，2つのモデルいずれにおいても 5%水準で統計的に有意であった変数

のみを有意に影響のある変数と判断し議論を行う。

仮説 1.1に関連したマスメディア・チャネルの変数は，次のような結果と

なった。プラクティカルターム，アカデミックタームいずれの理解度について

も，1ヵ月当たりの書籍の閲覧数，日経新聞および日経産業新聞の購読が，有

意な正の影響を示している。他方で，ウェブ，雑誌，日経以外の新聞は有意な

影響を持たない。ビジネス・経済関連のテレビ番組の視聴時間は，アカデミッ
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クタームの理解に対しては正の影響を与える。こうした結果は，特定のマスメ

ディア・チャネルに限定はされるが，仮説 1.1を支持するものといえる。

仮説 1.2および仮説 1.3の公式・非公式なコミュニケーションの影響につい

ては，頑健な結果を得ることは出来ず，有意な影響があるとまでは言い切れ

なかった。これは，経営学の知識を伝達する主要なチャネルがマスメディア・

チャネルであり，対人チャネルの果たす役割は限定的であることを示唆する結

果である。したがって，仮説 1.2および 1.3は支持されたといえるだろう。

続いて，知識の普及を規定する個人特性についてみていこう。表 2をみる

と，仮説 1.4に反して，サイエンス型であることが，プラクティカルタームの

理解に対して負の影響を与えており，アカデミックタームの理解に対しては有

意な影響を与えていないことがわかる。その一方で，意思決定に関する特定の

準拠点を持たない非準拠型であることが，プラクティカルタームの理解度に

対して有意な影響を与えている。以上より，仮説 1.4は支持されなかったとい

える。

最後に，キャリア成熟度の影響をみていこう。表 2によれば，どちらの被説

明変数に対しても，キャリア計画が正の影響を与えている。仮説 1.5が予想す

る通り，キャリア上の課題への適応や，キャリアの取捨選択に対して，主体的

かつ計画的に取り組む準備ができていることが，経営学の学習を促進し，結果

として知識量に対してプラスの効果を持っているようである。

IV. スタディ 2: 経営学普及の実践的帰結
続いて，このように経営学を知ることは，どのような実践的な帰結をもたら

すかということを検証する。

仮説の導出
経営学の標準的なテキストである Daft［2012］では，経営学を知ることで

私たちは，「過去に何が起こったのか，また同じように，未来に何が起こるの

かということを教えてくれ，それは私たちが組織をより効率的に運営する手助

けとなると主張されている。経営学の知識を身につけた個人には，組織の効率
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的な運営に貢献することが期待されるということである。もし Daftがいうよ

うに，経営学の知識が実際にそのような貢献を可能にしているのだとすれば，

経営学を知る実践家は，組織へとより多くの貢献を果たし，その結果，他の従

業員よりもより報いられているはずである。ここでは，組織から典型的な報酬

として，昇進と金銭的報酬の 2つに注目し，仮説 2.1および仮説 2.2とする。

仮説 2.1　経営学的な知識を獲得しているほど，職位が高い

仮説 2.2　経営学的な知識を獲得しているほど，年収が高い

研究方法
スタディ 2は，スタディ 1と同一のウェブサーベイ調査として実施された。

したがって有効サンプルもスタディ 1と同じ 1034名である。分析に用いられ

る変数のうち，独立変数として投入されるものはいずれもスタディ 1において

測定されたものであり，ここで新たに用いられるのは従属変数である年収と職

位である。

年収：1034名のサンプルの年収は，平均 561.3万円，標準偏差 643.3であっ

た。実際に分析においては各回答者の年収を対数変換したものを用いている。

職位：職位は，担当者，主任クラス，係長クラス，課長クラス，部長クラス，
それ以上の選択でたずねた。サンプルの構成比はそれぞれ，46.2%，10.6%，

13.0%，5.6%，14.3%となった。

分析結果
仮説 2.1および仮説 2.2の検証のための回帰分析の結果が表 3である。被説

明変数は，職位と年収である。職位は順序変数であるため，順序プロビットに

よる推定となる。コントロール変数については，職位を被説明変数とした分析

では職位を除いているが，後のコントロール変数については先程の回帰分析と

同様の変数としている。また，先程の回帰分析と同様に，ここでも階層線形回
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帰モデルを用いて結果の頑健性を検証している。表 3によると，アカデミック

タームの理解度が職位に対して正の有意な影響を与えるほかは，有意な影響は

みられなかった。よって仮説 2.1は支持され，仮説 2.2は支持されなかった。

ただし，仮説 2.1について，プラクティカルタームの理解は職位に対して有意

な影響を持たず，結果が限定的である点に注意が必要である。

V. ディスカッション
要約と議論
本研究は，日本における経営学のレレバンスという問題意識の下，日本の実

践家への経営学の普及の現状および普及を促進する要因の探求，および，経営

学を知ることの帰結の探求を行った。主要な発見事実は 6点である。

1つ目は，日本のビジネスパーソンの多くは，経営学を含めた知識の積極的

な接種者ではないということである。基準となる値が存在しないため，本研究

の結果のみから確たる主張をすることはできないが，多くの人が 1か月に一冊

もビジネス関連書籍を手に取っていないという結果，ビジネス関連のWebサ

イトや雑誌・学会誌の閲覧数も一冊（サイト）を下回っているという結果は，

少なくとも本研究のサンプルに関する限り，日本のビジネスパーソンはこうし

たメディアを通じて知識を積極的に摂取してはいない可能性を示している。

2つ目に，こうした状況であるがゆえに，我々が発信している経営学的な知

識もまた，日本のビジネスパーソンに十分には普及していないということであ

る。アカデミックタームおよびプラクティカルタームのいずれの理解度も，理

論上の平均値である 3を下回っているという結果が，間接的にではあるが，そ

の可能性を示唆している。

3つ目に，経営学普及の主要なチャネルは，書籍やテレビ，経済新聞といっ

たマスメディア・チャネルであり，公式・非公式な対人チャネルの効果はそれ

ほど大きくない，ということである。マス・コミュニケーション研究者によれ

ば，新しい知識や製品は，マスメディア・チャネルを通じて一部のオピニオン・

リーダーへと普及したのちに，彼［女］らによる公式・非公式のコミュニケー

ションによってさらに多くの人々へと普及していくという，二段階コミュニ

— 80 —



服部：経営学の普及と実践的帰結に関する実証研究

ケーション・フローにしたがう［Lazarsfeld et al., 1944］。もしこれが経営学

の普及にも当てはまるとすれば，上記の結果を，調査時点［2012年時点］で

経営学が一部の初期採用者にのみ知られており，多くの実践家にまで普及して

いる段階には達していないことを間接的に示すものとして理解することもでき

るだろう。

4つ目は，サイエンス志向は経営学普及の阻害要因となり，むしろ，意思決

定に関する特定の準拠点を持たないことが経営学の普及につながる，というこ

とである。これは経営学の提供する知識とサイエンス型の実践家が求める知識

の需給ギャップを示唆する結果なのかもしれない。経営学者が実践家に提供し

てきたのが，主として宣言的知識［何を知っているか］であるのに対して，サ

イエンス型の実践家は手続き的知識［どのようにするか］を求めている可能性

があり，そうした需給のギャップが，彼［女］らへの経営学の普及を妨げてい

るのかもしれない。これに対して，意思決定に関する特定の準拠点を持たない

非準拠型は，自身の過去の経験や知識のあり方に対する強いこだわりがないが

ゆえに，宣言的知識の摂取に対して，より積極的になると考えられる。

5つ目は，キャリアの成熟が，科学的知識を摂取する要因の 1つだというこ

とである。Guest［2007］がいうように，仕事やキャリアに関わる課題の解決

にとって当該知識が役立つと知覚されたとき，知識は採用されるのだろう。た

だし，キャリア成熟の 2因子のうち，キャリア関心は経営学の知識に対して有

意な影響を持たず，キャリア計画のみが有意な影響を持っている。これは，自

らの課題と経営学の知識とを結びつけ活用していくためには，単に自己のキャ

リアに関心を持つだけでなく，キャリア上の課題解決や取捨選択を，主体的か

つ計画的に取り組む準備ができている必要がある，ということを示唆している。

そして 6つ目は，経営学を知ることが昇進という帰結をもたらすというこ

とである。経営学を学んだ実践家は，実際に組織への貢献を果たしており，そ

れが組織によって［年収ではなく］昇進という形で報いられている可能性を示

唆する結果である。
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インプリケーションと今後の研究の方向性
本研究のインプリケーションとしては以下の 3点をあげることができる。

1点目は，経営学の研究成果の発表媒体に関するものである。ピアレビュー

のプロセスを経た学術雑誌は，研究者が提供する知識の科学的な水準を担保し，

研究成果が社会へと公開され，他の研究者がその知見を自由に参照することを

可能にする［Merton, 1942］。こうした意味での学術雑誌の重要性は疑いよう

もないが，他方で，現在では学術雑誌が実践家に対して経営学を伝達する機能

を果たしていない，という事実に研究者は注目するべきではないだろうか。

2点目は，実践家が早い昇進などを望む場合，経営学を学習することが一定

の効果を持つ可能性があるという，実践家へ向けたインプリケーションであ

る。ただし，経営学を摂取するためには，メディアの選択が重要になる，とい

う点には注意が必要だろう。さらには，自分自身が持つ仕事上の信念が，意識

するか否かに関わらず，経営学的な知識の摂取を妨げている可能性についても

配慮が必要だろう。とりわけサイエンス志向の強い実践家は，そのサイエンス

志向ゆえに，潜在的には当人にとって有益かもしれない知識の摂取を避けてい

る可能性がある。

3点目として，経営学の摂取が，ビジネスパーソンの二極化という帰結をも

たらす可能性を指摘しておきたい。本研究の結果によれば，あるチャネルから

頻繁に情報を接種している人は，他のシャネルからも頻繁に摂取しているとい

うように，各チャネルのヘビーユーザーにはある程度の重複がみられる。先に

「日本のビジネスパーソンの多くは，経営学を含めた知識の積極的な接種者で

はない」と結論付けたが，この点を踏まえてより正確には，「日本のビジネス

パーソンの一部には経営学が普及しているものの，大多数についてはほとんど

普及していない」と言い換えるべきなのかもしれない。Rogers［1995］はイノ

ベーションの普及の文脈において，こうした普及の偏りがもたらす重大な帰結

について議論している。彼によれば，マスメディア・チャネルなどから積極的

に情報を接種するイノベーションの初期採用者は，もともと他者に比べて豊富

な資源を持ち，高い地位にあることが多いが，そうした人々は，当該イノベー

ションを採用することによって，他者よりもさらに優位な地位を獲得する可能
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性があるという。反対に，本来そのイノベーションを必要としている人［十分

な資源を持たず，他者に比べて競争上不利な立場にある人］ほど，イノベーショ

ンの採用が遅くなる。この「必要性のパラドクス」ゆえに，イノベーションの

普及は，個人間の格差を拡大するメカニズムにもなりうるのである［Rogers,

1995］。経営学の普及においても同様の現象が起こりうる。キャリアの意識が

高く，さまざまなマスメディア・チャネルへとアクセスする個人は，そうする

ことでますます多くの知識を得るようになるだろう。しかも，経営学とりわけ

難易度の高いアカデミックタームの場合，既にある程度の知識を持っている人

はそうでない人に比べて知識の吸収力を持つだろうから［Cohen & Levinthal,

1990］，知識を持たざる人との差は一層拡大していく。したがって，経営学の

知識量が昇進を規定するという本研究の結果が正しいとすれば，知識の格差が

長期的には昇進における格差をますます拡大させていく可能性がある。

このようなインプリケーションを生み出したとはいえ，本研究の調査設計

上，普及段階や経営学の知識のコミュニケーション・フローについては，その

詳細を明らかには出来なかった。今後の研究では経営学の知識の伝播について

の分析が必要だろう。また，経営学的知識の接種と昇進との関係については，

小委が高いからこそ必要に迫られて経営学を学ぶ，という逆の因果の可能性も

考えられる。経営学の知識の実践的な帰結については縦断的な調査により結果

の頑健性を確認する必要があるし，そうした帰結が経済学や社会学あるいは哲

学ではなく，経営学であるからこその帰結であるかどうかについても，さらな

る探求が必要となる。経営学のレレバンスという，我々経営学者にとって極め

て重要な問題であるからこそ，確かなエビデンスに基づく経験的な議論を展開

する必要があるということを改めて強調し，本研究を閉じたい。
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De Tocqueville, A.［1842］. De la démocratie en Amérique. Ch. Gosselin（松
本礼二訳『アメリカのデモクラシー』岩波文庫, 2005）．

— 86 —


